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明治22年の市町村制施行により、田名部村、大

湊村、川内村、大畑村及び脇野沢村が誕生した。

田名部村は、下北地方の政治、経済、交通の中心

地として成長し、明治32年に町制を施行した。大

湊村は、明治35年の海軍水雷団設置以来軍港とし

て発展を遂げ、昭和３年に町制を施行したが、戦

後、軍の解体により人口は半減した。 

このようにそれぞれ異なった発展経路をたどっ

た中で、田名部町と大湊町は、昭和34年９月１日、下北の中核として県内で８番目の市、「大湊田

名部市」として合併、翌年、全国で初めてのひらがなの「むつ市」に改称した。 

更に、第一次産業と観光の振興によりまちづくりを進めてきた川内町、大畑町及び脇野沢村と平

成17年３月14日に合併し、「新むつ市」としてスタートを切ったところである。 

昭和30年代、我が国経済は、重化学工業を中心として高度経済成長の道を歩み、旧むつ市におい

ても、産業の発展をむつ製鉄事業に託したが、鉄鋼業界の構造不況等により断念した経緯がある。 

しかしながら、昭和40年代から今日に至るまで依然工業化が遅れている本市では、就業機会の拡

大と所得水準の向上を中心に、産業、交通、福祉、環境等総合的な都市基盤の整備を推進してきた。 

この間、大湊港の重要港湾昇格（平成 11 年、特定振興重要港湾に変更）、むつはまなすライン

や下北半島を一周する道路の国道への昇格、原子力船「むつ」（現在は、世界最大級の海洋地球研

究船「みらい」）の関根浜新母港の完成、アツギむつ㈱をはじめとする企業の誘致、中心市街地の

整備、下北半島の観光資源の中心である恐山一帯の観光施設の整備、むつ運動公園や都市公園の整

備、小中学校及びむつ総合病院改築、しもきた克雪ドームの新設等、下北地方の中核都市として基盤

整備を進めている。 

平成 21 年度は、市制施行 50 周年及び合併５周年の記念すべき節目の年となることから、これま

での歩みを振り返るとともに、キャッチコピーである「明るい声が響き合う 未来ひろがる 陸奥

の国」を目指し、新たな歴史を刻む一歩を踏み出したところである。 

 

■ 沿  革 

Ⅰ むつ市の概況 
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１．地勢・気候 

本市は、青森県の北部を形成する下北半島の中央に位置し、２町３村に接している。 

地形的には、北は津軽海峡に面し、南は陸奥湾を抱く、二つの異なる海を持つ特異な形となっ

ており、市中央部には恐山山系の外輪山を形成する釜臥山（879m）を中心とし、国有林を主体と

した山地の占める割合が多く、人口集中地区が海岸部に点在している。 

気候は、四季がはっきりとしており、夏季は短く温暖で湿度が少なく比較的過ごしやすい季節

であるが、冬季は降雪期間が長く、積雪が最大となる2月中旬には恐山等の山間部では1ｍ以上、

平野部及び海岸部では概ね70㎝の積雪となり、厳しい生活条件となっている。 

   

２．面積と人口 

合併後の本市の面積は 863.79k㎡で、青森県の総面積 9,607.11 k㎡の9.0%を占め、県内で第

１位の広さを有している。(H20.10.1現在） 

本市の人口は、平成17年の国勢調査では 64,052人（県人口の4.5%）である。 

これは、平成12年と比較すると 2,970人の減少となっており、減少率では 4.4%と平成12年よ

りその傾向が顕著となっている。 

 【人口及び世帯数の推移（国勢調査）】 

区  分 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 

男 34,956人  32,858人  32,678人  32,248人  30,572人 

女 36,901人  35,779人 35,242人 34,774人   33,480人 

人 

 

口 
計 71,857人  68,637人 67,920人 67,022人   64,052人 

世帯数   21,882世帯   22,325世帯   23,261世帯   24,404世帯   24,476世帯 

１世帯当たり人口 3.3人 3.1人 2.9人 2.7人 2.6人 

       ※各年度とも、合併４市町村分の合算値による 

 

３．産業構造 

本市の就業人口は、平成17年に28,832人（男17,062人、女11,770人）で、就業者の総人口に占

める就業率は平成12年には46.9%、平成17年では45.0%と1.9ポイントの減少となっている。 

本市の平成17年の国勢調査による全産業就業者に占める第三次産業就業者の比率（70.6%）は、

県平均（63.7%）を上回っており、サービス業、卸小売業、公務員等を中心とした下北圏域の中

核都市としての業務（管理・情報・サービス）機能が集積していることを示している。

■ 市 の 概 要 
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 【産業別就業人口の推移】 

平 成 12 年 平 成 17 年 
区  分 

就業者数 構成比 就業者数 構成比 

第一次産業 2,007人 6.4％ 1,900人 6.6％ 

第二次産業 8,286人 26.4％ 6,293人 21.8％ 

第三次産業 21,116人 67.2％ 20,365人 70.6％ 

分 類 不 能 9人 0.0％ 274人 1.0％ 

計 31,418人 100.0％ 28,832人 100.0％ 

※各年度とも、合併４市町村分の合算値による 

 

４．観光客の入り込み状況 

豊かな自然景観を持つ下北半島は、昭和43年７月１日国定公園の指定を受けたところである。

下北半島内には日本三大霊場の恐山を中心とし、奇岩、怪石の仏ケ浦、牧歌的旅情の尻屋崎、世

界北限の猿の生息地脇野沢などがあり、非常に観光資源に恵まれた地域である。観光客の入り込

み数をみると、昭和61年の約150万人をピークに、140万人前後で推移しているが、平成14年12月

の東北新幹線八戸駅開業により平成15年には、160万人を超え、過去最高となった。 

【下北主要観光地入り込み数】                                 （単位：千人、％） 

区    分 
平 成 

13 年 

平 成 

14 年 

平 成 

15 年 

平 成 

16 年 

平 成 

17 年 

平 成 

18 年 

対前年比 

(%) 

平 成 

19 年 

対前年比 

(%) 

恐 山 370 390 446 432 404 387 95.8 391 101.0 

薬 研 347 343 419 374 324 289 89.2 258 89.3 

尻 屋 140 142 148 150 131 131 100.0 138 105.3 

大 間 223 218 260 220 204 232 113.7 254 109.5 

仏 ヶ 浦 227 231 244 219 174 190 109.2 226 118.9 

脇 野 沢 39 39 46 42 33 29 87.9 33 113.8 

湯 野 川 65 66 93 102 125 102 81.6 109 106.9 

合計 1,411 1,429 1,656 1,539 1,395 1,360 97.5 1,409 103.6 

 

(恐 山)            (仏ヶ浦)           (尻屋埼灯台)       (北限のﾆﾎﾝｻﾞﾙ) 
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５．市の財政状況 

 財政規模は、平成19年度決算で歳入総額が291億2,375万円、歳出総額が312億2,559万円となり

差引21億184万円の赤字決算で非常に厳しい財政状況となっている。自主財源は 歳入全体の35.5％

に止まり、義務的経費が歳出全体の45.2％を占めるという極めて弾力性に乏しい財政構造となっ

ている。 

 また、財政力指数は平成17～19年度平均で0.413となっており、県内の市部平均値0.435を下回

り財政力は脆弱な状況にある。 

（単位：千円） 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 
区      分 

金   額 金   額 伸率(%) 金   額 伸率(%) 金  額 伸率(%) 

歳 入 総 額 

一 般 財 源 

地 方 税 

地方交付税 

そ の 他 

そ の 他 

29,596,164 

19,465,136  

5,632,196 

9,765,421 

4,067,519 

10,131,028 

29,019,025 

20,692,041 

5,629,113 

10,716,094 

4,346,834 

8,326,984 

△ 2.0 

6.3 

△ 0.1 

9.7 

△ 6.9 

△ 17.8 

30,308,809 

20,948,362 

5,569,939 

10,545,742 

4,832,681 

9,360,447 

4.4 

1.2 

△ 1.1 

△ 1.6 

11.1 

12.4 

29,123,756 

20,380,402 

6,072,441 

10,486,504 

3,821,457 

8,743,354 

△ 3.9 

△ 2.7 

9.0 

△ 0.6 

△ 20.9 

△ 6.6 

歳 出 総 額 

義 務的経費 

投 資的経費 

うち普通建設事業費 

そ の 他 

31,823,717 

13,558,841 

5,274,107 

5,270,813 

12,990,769 

31,506,793 

14,299,295 

3,515,064 

3,500,730 

13,692,434 

△ 1.0 

5.5 

△ 33.4 

△ 33.6 

5.4 

32,434,851 

13,920,317 

3,095,279 

2,894,142 

15,419,255 

2.9 

△ 2.7 

△ 11.9 

△ 17.3 

12.6 

31,225,599 

14,100,677 

2,126,705 

1,760,501 

14,998,217 

△ 3.7 

1.3 

△ 31.3 

△ 39.2 

△ 2.7 

歳入歳出差引額 △2,227,553 △2,487,768 11.7 △2,126,042 △ 14.5 △2,101,843 △ 1.1 

基準財政収入額 

基準財政需要額 

5,375,731 

13,470,629 

5,348,409 

13,061,137 

△ 0.5 

△ 3.0 

5,498,743 

13,136,349 

2.8 

0.6 

5,377,871 

13,061,307 

△ 2.2 

△ 0.6 

起 債 残 高 37,999,809 36,118,456 △ 5.0 34,158,238 △ 5.4 32,994,115 △ 3.4 

財 政 力 指 数 0.383 0.393 - 0.409 - 0.413  

公 債 費 比 率 19.8 18.6 - 18.3 - 17.1  

 

実質公債費比率 - - - 22.3 - 20.6  

各年度とも、合併４市町村の合算額による 
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１．会津若松市 

戌辰戦争で敗れ、朝敵の汚名を着せられ廃藩となった会津藩は、明治２年、家名再興の沙汰を

いただき松平容大（数え年２才）をもって禄高３万石の立藩が許されたが、これは、全国唯一の

藩をあげての流罪という厳しい処分であった。 

23万石を誇り奥羽第二の雄藩であった会津の人々にとって斗南の地はあまりにも過酷で、開拓

に夢を託した藩士達ではあったが、志半ばにして命を失った者や、この地を去る者が続出した。 

明治４年に廃藩置県により弘前藩に統合されたことにより斗南藩の治世は、わずか１年余で終

わったのであったが、藩士の多くは知識階級であったため、物心両面で大きな功績を残し、新生

青森の発展に大きく寄与した。 

当時の移住者は１万８千人余だったとされており、現在でも多くの子孫が下北にいることから

民間交流が盛んになり、昭和59年の、むつ市制25周年及び鶴ケ城築城６百年を記念する年に、一

層交流を深めるべく会津若松市と姉妹都市盟約を締結した。 

 

２．ポート・エンジェルス市 

アメリカ合衆国ワシントン州ポート・エンジェルス

市とむつ市は、平成２年と平成４年の２度の「ロゴス・

ミュージカル・コンサート」むつ公演を契機に、「む

つ国際交流協会」が中心となり友好・親善を深める国

際交流が図られてきた。 

平成２年には高校生を含む市民使節団を派遣。平成

３年には、中学生の民間大使と協会員６名の計７名、

平成４年は両市から高校生２名ずつ交換留学を行った

ほか、平成５年には長期留学生２名を含む中・高校生10名と協会関係者合わせて18名の市民使節

団を派遣し、民間団体による教育、文化、経済等の国際交流が展開されている。 

このような交流の実績を踏まえ、地域の国際化と人づくりを積極的に推進するため、青森県立

田名部高校では、ＰＴＡや後援会の協力を得て、平成７年において英語科の新設、ポート・エン

ジェルス市半島国際交流協会との姉妹団体の提携が締結された。 

さらに、次の世代の人材育成と地域の国際化推進をめざすべきという気運の盛り上がりを受け

て、これまでの草の根的市民交流の集大成として、行政サイドも一緒に事業参加し両市が交流事

業を通じて文化、教育、経済また科学技術、福祉の分野でもお互いにメリットを分かち合える

ことを念願し、平成７年８月13日（日本時間14日）「ジャパン・フレンドシップ・デーⅢ」を

開催して姉妹都市締結調印式が行われた。 

■ 姉 妹 都 市 
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平成20年３月31日現在 １０市２２町８村(計４０市町村） 
 
H15.10.31  むつ下北地域合併協議会設立 

      （大間町・横浜町・風間浦村・佐井村を含む１市４町３村による法定協議会） 

      【この間、10回の協議会開催】 
 
H16. 6.11  大間町・横浜町・風間浦村・佐井村の離脱により、むつ下北地域合併協議会廃止 
 
H16. 6.29  むつ・川内・大畑・脇野沢合併協議会設立 
 
H16.10.22  合併協定書調印 
 
H16.10.25  ４市町村議会で議決 

～10.27 
 
H17. 3.14  新市発足 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

青森市 
  

蓬田村 
  

金木町 
  

五所川原市 
  

浪岡町 
  

黒石市 
  

平賀町 
  

平内町 
  

八戸市 
  

階上町 
  

下田町 
  

天間林村 
  

六ケ所村 
  

東通村 
  

七戸町 
  

田子町 
  

むつ市 
  

川内町 
  

大畑町 
  

脇野沢村 
  

蟹田町 
  

今別町 
  

市浦村 
  

中里町 
  

木造町 
  

深浦町 
  

岩崎村 
  

西目屋村 
  

岩木町 
  

碇ケ関村 
  

六戸町 
  

おいらせ町 
  H18.3. 1 新設合併 
  

三沢市 
  

鯵ケ沢町 
  

柏村 
  

百石町 
  

大間町 
  風間浦村 

  

佐井村 
  

横浜町 
  

野辺地町 
  

青   森   市   
H17.4.1 新設合併

  

鶴田町 
  

板柳町 
  

森田村 
  

七   戸   町   
H17.3.31 新設合併 

  

東北町 
  

東   北   町   
H17.3.31 新設合併 

 

深   浦   町   
H17.3.31 新設合併 

  

上北町 
  

小泊村 
  

稲垣村 
  

五所川原 市 
  H17.3.28 新設合併   

つがる市   
H17.2.11 新設合併 

  

む   つ   市   
H17.3.14 むつ市へ 

  編入合併 
  

平舘村 
  

三厩村 
  

中   泊   町   
H17.3.28 新設 合併

  
  

外ヶ浜町 
  

H17.3.28 新設合併 
 

八   戸   市   
H17.3.31 八戸市へ 

編入合併 
  

常盤村   

福地村 
  

南部町 
  

尾上町 
  

平 
  川 

  市 
  

H18.1.1 新設合併
 

相馬村 
  

車力村 
  

南 
  部 

  町 
  

H18.1.1 新設合併 
  

南郷村 
  

三戸町 
  

新郷村 
  

弘前市 
  

藤   崎   町   
H17.3.28 新設合併 

  
  

大鰐町 
  

弘前市 
  

田舎館村 
  

藤崎町   

弘   前   市   
H18.2.27 新設合併

 

  
  

名川町 
  

十和田湖町 
  

十和田市 
  

十和田市 
  H17.1.1 新設合併 

  

倉石村 
  

五戸町 
  

五   戸   町   
H16.7.1 五戸町へ 

編入合併 
  

  

■ 市 町 村 合 併 の 状 況 
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日本初の原子動力実験船「むつ」（総トン数8,242ｔ）は昭和44年に進水し、翌45年７月にむつ

市へ回航された。昭和49年、洋上試験のため大湊港を出港、８月28日初臨界を達成した後の９月

１日に放射線漏れが発生し、45日間の漂流の後、大湊港へ帰港した。 

長崎県佐世保港での遮蔽改修工事後、平成２年、新しい定係港である津軽海峡側の関根浜港に

おいて岸壁出力上昇試験を、同年７月から12月にかけて４回の洋上試験を行い、その結果、日本

初の原子動力実験船として認定されるに至った。その後は平成３年２月から12月にかけて４度に

わたる実験航海（それぞれ約１ヶ月間）、および岸壁における基礎データ測定実験を行い、平成

４年２月には「むつ」の研究開発は目的を達成したとして、日本原子力研究所(現日本原子力研究

開発機構）は「むつ」の実験航海の終了を宣言した。 

平成４年９月からは解役工事に着手し、平成７年６月の原子炉室一括撤去をもって解役工事を

終了、船体は海洋科学技術センター（現海洋研究開発機構）へ引き渡され、改造により世界最大

級の海洋地球研究船「みらい」（平成９年10月完成）として再利用が図られ、関根浜港を母港と

して国際的な海洋観測活動等を行っている。なお、撤去された原子炉室は、平成８年７月に「む

つ」の船体を模して市内関根地区に建設された「むつ科学技術館」（日本原子力研究開発機構所

有・日本海洋科学振興財団運営）において展示されているが、平成18年10月に文部科学大臣より

認可を受けた「原子力船第１船原子炉廃止措置計画」に基づき、将来的には解体撤去される見込

みである。 

「むつ」から取り出された使用済燃料は、原研むつ事業所（現日本原子力研究開発機構青森研

究開発センターむつ事務所）の燃料・廃棄物取扱棟にしばらくの間、安全に保管されていたが、

再処理を行うために平成13年７月から11月にかけ３回に分けて、原研東海研究所（現日本原子力

研究開発機構東海研究開発センター）に輸送され、平成19年３月までに、再処理するための解体、

再組立てを終え、現在は同センター内に安全に貯蔵されている。 

 
 

 

むつ市は、原子力による電源開発計画上、重要な地点に位置する。 

１．リサイクル燃料貯蔵（株）による使用済燃料中間貯蔵施設 … 市内水川目地区に建設予定 

２．東北電力（株）と東京電力（株）による東通原子力発電所（東通村） … 隣接自治体 

３．電源開発（株）による大間原子力発電所（大間町） … 隣接自治体 

４．日本原燃（株）による原子燃料サイクル施設（六ヶ所村） … 隣々接自治体 

■ 原 子 力 船 「 む つ 」 

■ 電源地域としてのむつ市 

Ⅱ 原子力との関わり 
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１．使用済燃料中間貯蔵施設 

原子炉等規制法の改正により、原子力発電所敷地外でも使用済燃料の貯蔵が可能となったこと

を受け、平成12年11月、むつ市長は東京電力(株)に対して使用済燃料中間貯蔵施設の立地可能性

調査を依頼した。市においては、市民を対象にした地区別説明会や原子力関連施設の視察などを

行うとともに市民懇話会や専門家会議を開催し、また、議会では海外先進地視察や議員全員によ

る特別委員会を設置して協議するなど幅広い検討をした上で、平成15年６月議会において市長は

施設の誘致表明を行った。 

平成16年２月には東京電力(株)から青森県及びむつ市へ立地協力要請がなされ、これを受け、

平成17年10月19日、むつ市、青森県、東京電力(株)及び日本原子力発電(株)の四者において「使

用済燃料中間貯蔵施設に関する協定」を締結し、貯蔵建屋の使用期間及び貯蔵容器の貯蔵期間を

50年間と定め、期間終了までに使用済燃料を搬出することとした。 

平成17年11月には、東京電力(株)と日本原子力発電(株)の共同出資により使用済燃料の貯蔵・

管理事業を行う新会社「リサイクル燃料貯蔵株式会社（略称：ＲＦＳ）」が設立された。ＲＦＳ

は詳細調査を行った後、平成19年３月に事業許可申請書を国へ提出し、現在、安全審査が行われ

ているが、申請後に得られた最新の知見を反映するための補正申請を平成21年４月に行っている。

この補正申請により工事計画が見直され、操業開始は平成24年７月の予定である。なお、平成20

年３月から準備工事（敷地造成工事・専用道路工事・事務建屋等構築・市道付替工事・美付川改

修工事）が開始されている。 

 

２．東通原子力発電所 

昭和39年、通商産業省が行った地質調査により、きわめて良好との結果を得たことから、昭和

40年５月に東通村議会が原発誘致決議を行った。東北・東京両電力は、当初１号機を平成２年に

運転開始予定としていたが、周辺漁協との漁業補償や漁業振興対策に関する交渉の長期化等の影

響を受け、平成８年８月に東北電力(株)東通原発１号機に関する原子炉設置許可申請が提出され

るに至った。電気出力110万kWの同１号機は平成10年12月に着工、平成15年には原子炉圧力容器

の据え付けを行い、平成17年12月に営業運転を開始している。 

東京電力㈱の１号機については、平成18年12月より準備工事に着手し、平成20年度の着工を目

指していたが、現在なお安全審査中であり、平成21年３月には着工時期を平成22年12月に延期す

ることが公表された。 

なお、東京電力１・２号機と東北電力２号機については、平成11年に当初の計画から炉型を改良型

沸騰水型軽水炉（ＡＢＷＲ）に変更したことにより、出力増加に伴う追加の漁業補償の交渉が東通村

と六ヶ所村内の６つの漁協と東京・東北両電力の間で続けられていたが、平成20年５月に全ての漁協
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と協定を締結するに至った。これにより昨今の地球温暖化問題に対する原子力利用の再評価とも相まっ

て、ここにきて10年ぶりに、東通地点への原子炉４基の設置がより具体化されてきたといえるが、電

力自由化や国内電力需要の鈍化などにより、両電力の２号機に関する着工・運転開始時期については、

予測できない状況にある。 

 

３．大間原子力発電所 

昭和58年、電源開発㈱が行った立地環境調査の結果、適しているとの結論が得られたことから、

大間町議会は昭和59年12月に原子力発電所の誘致決議を行った。 

当初は60.6万kWの新型転換炉（ＡＴＲ）実証炉の計画であったが、経済性等の理由から全炉心

にＭＯＸ燃料を装荷可能である改良型沸騰水型軽水炉（ＡＢＷＲ：138.3万kW)に変更となった。

平成11年９月には原子炉設置許可申請が行われ、国の安全審査が開始されたが、炉心部分の用地

取得が難航したため、平成16年３月に一旦原子炉設置許可申請を取り下げ、建設位置を南方に移

動する新たな原子炉設置許可を申請した。 

原子力安全委員会による第２次公開ヒアリングを経て、平成20年４月に原子炉設置許可が出さ

れ翌月の５月に着工となった。現在、平成26年11月の運転開始を目指して、建設工事が急ピッチ

で進められている。 

 

４．原子燃料サイクル施設（六ヶ所村） 

昭和59年７月、電気事業連合会（電事連）から青森県、六ヶ所村に対し、原子燃料サイクル施

設の立地協力要請があり、翌60年４月にこの要請を受諾し、青森県、六ヶ所村、日本原燃(株)と

の間で電事連を立会人とする基本協定を締結した。 

昭和60年10月のウラン濃縮工場（平成４年３月操業開始）、平成２年11月の低レベル放射性廃

棄物埋設センター（平成４年12月操業開始）と、施設の着工・操業は当初順調に進捗したが、平

成５年４月に着工した再処理工場については、使用済燃料受入れ・貯蔵施設のＰＷＲ燃料貯蔵

プール水の漏洩問題等への対処や、実際の使用済燃料を使用した最終的な試運転（アクティブ試

験）におけるガラス固化体製造試験の不具合や様々なトラブルによって、たびたび工期が延長さ

れ本年８月に試験終了とされたところであるが、更に延びる可能性も否めない状況である。施設

内にはその他に、海外委託した使用済燃料の再処理に伴って発生した高レベル放射性廃棄物（ガ

ラス固化体）を貯蔵・管理する高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター（平成７年４月操業開始）

がある。再処理工場と現在安全審査中のＭＯＸ燃料加工施設（平成27年６月操業開始予定）が操

業を開始すると、国策であるプルサーマル計画に関連する全ての施設が国内で稼働することとな

る。 
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        『リサイクル燃料備蓄センター』イメージ図 【リサイクル燃料貯蔵㈱提供】 

 

 

 

H12. 6 「原子炉等規制法」の一部改正により、原子力発電所敷地外での使用済燃料の貯蔵が可

能となる 

H12.11 市長が市議会全員協議会で中間貯蔵施設について説明 

東京電力(株)に立地可能性調査を申し入れ 

H12.12 東京電力(株)が市に対し、立地可能性調査を実施する旨回答 

H13. 1 東京電力(株)むつ調査所開設（文献調査開始） 

東京電力(株)による住民説明会（市内各地で100回以上） 

H13. 3 市議会に『使用済み核燃料中間貯蔵施設「リサイクル燃料備蓄センター」に関する調査特

別委員会』設置 

H13. 6 東京電力㈱福島第一原子力発電所乾式キャスク貯蔵施設見学会実施 

（計８回、405名の参加） 

平成14年度からは日本原子力発電㈱東海第二発電所乾式キャスク貯蔵施設見学会 

（H14年～H19年 計31回開催 1,397名の参加） 

H13. 7 市議会議員による海外先進地視察研修（ドイツ、スイス） 

H14. 4 東京電力(株)が立地可能性調査中間報告 

H14. 5 立地可能性調査中間報告に係る地区別説明会開催（市内17ヶ所） 

H15. 2 調査特別委員会が国内先進地視察（熊本県長洲町、茨城県東海村） 

H15. 4 東京電力(株)が「リサイクル燃料備蓄センター」立地可能性調査報告書を市に提出 

■ 立地に向けてのこれまでの経緯 

Ⅲ 使用済燃料中間貯蔵施設 
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市が「使用済燃料中間貯蔵施設に関する専門家会議」設置（会議５回開催） 

（５月21日 市長へ報告書提出） 

「使用済燃料中間貯蔵施設対策懇話会」設置（会合６回開催） 

（６月５日 市長へ報告書提出） 

H15. 5 市民説明会開催（市内４ヶ所） 

H15. 6 「リサイクル燃料備蓄センター誘致推進協議会」誘致実現賛同者署名簿提出（２万名余） 

市議会定例会において、調査特別委員長報告（「立地は可能である」） 

市長が誘致表明（６月26日、第176回定例会） 

H15. 7 市長が東京電力(株)に対して施設立地要請（７月23日） 

H16. 2 東京電力(株)から青森県及びむつ市に対して立地協力要請（２月18日） 

H16. 5 むつ市議会から県知事及び県議会議長に早期調査検討着手の陳情 

H17. 1 県が使用済燃料中間貯蔵施設に係る安全性チェック・検討会設置 

H17. 3 県の安全性チェック・検討会が県知事並びにむつ市長に検討結果を報告 

    「安全対策等が新会社へ確実に引き継がれるならば、施設の安全性は十分確保できる」 

H17. 4 合併により編入された旧川内町、大畑町及び脇野沢村に対し、市が市民説明会開催 

H17. 5 県が使用済燃料中間貯蔵施設に係る市町村長会議開催 

    県が使用済燃料中間貯蔵施設に係る県民説明会開催（県内５ヶ所） 

H17. 6 市民説明会開催（国、県、むつ市、事業者） 

    県が「使用済燃料中間貯蔵施設についてご意見を聴く会」を開催 

H17.10 県知事が関係閣僚、関係機関から永久貯蔵はしないことや国の核燃サイクル政策等につ

いて確認 

    むつ市、青森県、東京電力(株)及び日本原子力発電(株)の四者において、「使用済燃料

中間貯蔵施設に関する協定」を締結（10月19日） 

H17.11 東京電力(株)と日本原子力発電(株)の共同出資により使用済燃料の貯蔵・管理事業を行     

う新会社「リサイクル燃料貯蔵株式会社（略称：ＲＦＳ）」が設立 

H19. 3 ＲＦＳが詳細調査終了、事業許可申請を国に提出 

H20. 3 ＲＦＳが準備工事に着手 

H21. 4 ＲＦＳが事業許可申請一部補正書を国に提出 

 

 

 

 

国の安全審査 

  ↓ 

事業許可（国→事業者） 

  ↓ 

着工 

  ↓ 

操業開始（2012年7月（平成24年）を目途） 

 

■ 今 後 の 予 定 
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 電源立地地域対策交付金は、平成19年度までで約177億1,747万円交付されており、主に生活基盤

インフラの整備、文化・スポーツ・観光施設の整備・維持管理に充当してきたが、平成15年10月の

制度改正により、消防活動、保育所運営、学校給食提供などの住民に密着した事業に充当している。 

○電源立地促進対策交付金相当部分 

・消防ポンプ車購入、医療機器購入 

・市道・排水路等整備 

・陸上競技場・野球場・テニスコート・スキー場整備 

・ＪＲ大湊駅周辺整備 

・学校環境整備提供（維持運営費） 

○電源立地特別交付金相当部分 

・釜臥山観光道路・展望台等整備、オートキャンプ場整備、産業拠点施設整備 

・ウェルネスパーク整備 

・ＪＲ下北駅前広場整備 

・観光施設・オートキャンプ場維持運営費 

・学校給食提供、消防活動、保育所運営事業 

※給付金助成措置 

（いわゆる電気料金還元）を行わず、これ

まですべて事業に充当してきたが、平成16

年度に限り電気料金の還元を実施した。  

               
 

【ウェルネスパーク整備】 

 

 
 

今後交付が見込まれる交付金には、以下のようなものがある。 

○電源立地促進対策交付金相当部分（着工年度から運転開始後５年間） 

・リサイクル燃料貯蔵（株）の使用済燃料中間貯蔵施設分 

・東京電力（株）の東通原子力発電所１・２号機及び東北電力（株）の東通原子力発電所２号機分 

・ＭＯＸ燃料加工工場分 

Ⅳ 電源立地地域対策交付金 

■ こ れ ま で の 主 な 交 付 金 の 使 途 

■ 今後見込まれる交付金とその使途 
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○電源立地特別交付金相当部分 

・前述の電源立地促進対策交付金相当部分に係る施設の着工による増額分 

○原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金相当部分 

・リサイクル燃料貯蔵（株）の使用済燃料中間貯蔵施設操業開始後 

 

 平成15年10月から種々交付金が「電源立地地域対策交付金」として統合整備され、それまでの電

源交付金と比較して、交付対象事業が拡充されたところである。 

 それに伴い、平成15年度は消防活動及び学校給食・環境整備提供事業に充当し、平成16年度は保

育所運営事業、平成17年度は病院運営事業、さらに、平成18年度からは図書館及び公民館運営事業

を加え、これまで合計60億２千２百万円を地域住民の利便性及び福祉の向上に寄与するこれら運営

事業（ソフト事業）に充当してきている。 


